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訂正審判請求書及び訂正請求書の記載例 

 

【事例の一覧】 

事例 引用関係（訂正前） 状況（※） 主な訂正の内容 

１ 

 

請求項１～３に

対して特許異議

の申立て 

→訂正請求 

（請求項ごとに請求） 

請求項１を削除する 

請求項３を２つの独立形式請求項とする 

２ 

 

請求項１に対し

て無効審判請求 

→訂正請求 

（請求項ごとに請求） 

請求項１を減縮する 

３ 

 
 

 

請求項１～５に

対して無効審判

請求 

→訂正請求 

（請求項ごとに請求） 

請求項１及び２を削除する 

請求項３を独立形式請求項としつつ、減

縮する 

４ 

 

請求項１～４に

対して無効審判

請求 

→訂正請求 

（請求項ごとに請求） 

請求項１を減縮する 

請求項３を独立形式請求項とする 

請求項４を独立形式請求項としつつ、減

縮する 

５ 

 

請求項１～３に

対して特許異議

の申立て 

→訂正請求 

（請求項ごとに請求） 

請求項１を減縮する 

請求項３を独立形式請求項とする 

６ 

 

訂正審判 （特許権全体に対して請求） 

請求項１を減縮する 

７  

 

請求項１～５に

対して特許異議

の申立て 

→訂正請求 

（請求項ごとに請求） 

※事例７（60ページ）に記載 

 

※訂正請求は、無効審判・特許異議の申立ての対象である請求項について、独

立特許要件が課されないという点を除き、基本的に訂正審判と同様の要件です。 

 ただし、根拠条文、様式は異なるので注意してください。 
 

なお、特許法施行規則の様式は以下のとおりです。 

➢ 訂正審判： 様式第62 

➢ 無効審判における訂正請求： 様式第63の2 

➢ 特許異議申立てにおける訂正請求： 様式第61の4  
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＜＜事例１＞＞ 「ボールペン」 

 

【事例の概要（事例１）】 

本事例は、訂正前の全ての請求項１～３について特許異議申立てがされたことを

受け、訂正前の請求項１を削除した上で、訂正前の請求項３の記載において訂正前

の請求項１及び２をそれぞれ引用するものを独立形式請求項へ訂正するものである。 

 

【訂正前後のクレーム（事例１）】 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

 軸筒内に単色のインク芯を収容する単色ボールペンであって、軸筒の先端側の把

持部分に、軸筒部とは異なる材質であって、通気性を備えたチューブからなる滑り

止め部材を嵌設したボールペン。 

【請求項２】 

 軸筒内に複数のインク芯を収容し、操作部を選択的に前方向へ移動させることで

当該インク芯のペン先を軸筒の先端孔から突出させる多芯ボールペンであって、軸

筒の先端側の把持部分に、軸筒部とは異なる材質であって、通気性を備えたチュー

ブからなる滑り止め部材を嵌設したボールペン。 

【請求項３】 

 通気性を備えたチューブは、外表面に多数の小突起を有することを特徴とする請

求項１又は２に記載のボールペン。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

（削除） 

【請求項２】 

 軸筒内に複数のインク芯を収容し、操作部を選択的に前方向へ移動させることで

当該インク芯のペン先を軸筒の先端孔から突出させる多芯ボールペンであって、軸

筒の先端側の把持部分に、軸筒部とは異なる材質であって、通気性を備えたチュー

ブからなる滑り止め部材を嵌設したボールペン。 

【請求項３】 

軸筒内に単色のインク芯を収容する単色ボールペンであって、軸筒の先端側の把

持部分に、軸筒部とは異なる材質であって、外表面に多数の小突起を有する通気性

を備えたチューブからなる滑り止め部材を嵌設したボールペン。 

【請求項４】 

軸筒内に複数のインク芯を収容し、操作部を選択的に前方向へ移動させることで

当該インク芯のペン先を軸筒の先端孔から突出させる多芯ボールペンであって、軸

筒の先端側の把持部分に、軸筒部とは異なる材質であって、外表面に多数の小突起

を有する通気性を備えたチューブからなる滑り止め部材を嵌設したボールペン。  
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【書き方見本（事例１）】 

 

 

 

 

    （６６，０００円） 

訂 正 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁審判長 殿 

 

１ 異議番号    異議○○○○－○○○○○○ 

 

２ 特許番号      特許第○○○○○○○号 

 

３ 訂正の請求に係る請求項の数   ３ 

 

４ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

５ 代理人 

     （識別番号    ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

氏名（名称）   （弁理士）  代理 花子 

代理人 

（識別番号    ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   （弁理士） 代理 二郎 

連絡先      担当   

 

６ 請求の趣旨 

 特許第〇〇〇〇〇〇〇号の特許請求の範囲を本訂正請求書に添付した

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

5,000 

特 許 

印 紙 

1,000 
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訂正特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項１、３、４について訂正す

ることを求める。 

 

 

 

７ 請求の理由 

 

（１）設定登録の経緯 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行  令和○○年○○月○○日 

              （特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

ア 訂正事項１ 

特許請求の範囲の請求項１を削除する。 

 

イ 訂正事項２ 

特許請求の範囲の請求項３に「通気性を備えたチューブは、外表面に多数

の小突起を有する請求項１又は２に記載のボールペン。」とあるうち、請求項

１を引用するものについて、独立形式に改め、「軸筒内に単色のインク芯を収

容する単色ボールペンであって、軸筒の先端側の把持部分に、軸筒部とは異

なる材質であって、外表面に多数の小突起を有する通気性を備えたチューブ

からなる滑り止め部材を嵌設したボールペン。」に訂正する。 

 

ウ 訂正事項３ 

特許請求の範囲の請求項３に、「通気性を備えたチューブは、外表面に多数

の小突起を有する請求項１又は２に記載のボールペン。」とあるうち、請求項

２を引用するものについて、独立形式に改め、「軸筒内に複数のインク芯を収

容し、操作部を選択的に前方向へ移動させることで当該インク芯のペン先を

軸筒の先端孔から突出させる多芯ボールペンであって、軸筒の先端側の把持

部分に、軸筒部とは異なる材質であって、外表面に多数の小突起を有する通

気性を備えたチューブからなる滑り止め部材を嵌設したボールペン。」と記載

し、新たに請求項４とする。 

 

エ 訂正前後の請求項の対応表 

訂正後の請求項で特定する際には、訂正により削除する

請求項も記載します。 
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 本訂正請求における訂正前後の請求項の対応を以下に示す。 

 

〔表〕訂正前後の請求項対応表 

訂正後の請求項 訂正前の請求項との対応関係 

請求項１ （削除） 

請求項２ 請求項２（訂正なし） 

請求項３ 請求項１を引用する請求項３ 

請求項４ 請求項２を引用する請求項３ 

 

（３）訂正の理由 

ア 一群の請求項についての説明 

 訂正前の請求項１及び３について、請求項３は、請求項１を引用している

ものであって、訂正事項１によって記載が訂正される請求項１に連動して訂

正されるものである。したがって、訂正前の請求項１及び３に対応する訂正

後の請求項１、３及び４は、特許法１２０条の５第４項に規定する一群の請

求項である。 

 

 

 

イ 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 

 

（ア）訂正事項１ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正事項１は、請求項１を削除するというものであるから、当該訂正

事項１は、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する特許

請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 訂正事項１は、請求項１を削除するというものであるから、実質上特

許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当せず、特許法第１２

０条の５第９項で準用する第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項１は、請求項１を削除するというものであるから、願書に添

付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正

であり、特許法第１２０条の５第９項で準用する第１２６条第５項に適

合するものである。 

一群の請求項についての説明に、訂正により削除する請

求項も記載します。 
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ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の全ての請求項１～３について特許異議申立

てがされているので、訂正前の請求項１に係る訂正事項１に関して、特

許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７

項の独立特許要件は課されない。 

 

（イ）訂正事項２ 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項２は、訂正前の請求項３が請求項１又は２の記載を引用する

記載であるところ、請求項２を引用しないものとした上で、請求項１を

引用するものについて請求項間の引用関係を解消して、独立形式請求項

へ改めるための訂正であって、特許法第１２０条の５第２項ただし書第

４号に規定する「他の請求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の

請求項の記載を引用しないものとすること」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内であること及び実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正で

はないこと 

 訂正事項２は、何ら実質的な内容の変更を伴うものではないから、特

許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５項及び第

６項に適合するものである。 

 

ｃ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の全ての請求項１～３について特許異議申立

てがされているので、訂正前の請求項３に係る訂正事項２に関して、特

許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７

項の独立特許要件は課されない。 

 

（ウ）訂正事項３ 

ａ 訂正の目的について  

訂正事項３は、訂正前の請求項３が請求項１又は２の記載を引用する

記載であるところ、請求項１を引用しないものとした上で、請求項２を

引用するものについて請求項間の引用関係を解消して、独立形式請求項

へ改めるための訂正であって、特許法第１２０条の５第２項ただし書第

４号に規定する「他の請求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の

請求項の記載を引用しないものとすること」を目的とする訂正である。 
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ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内であること及び実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正で

はないこと 

 訂正事項３は、何ら実質的な内容の変更を伴うものではないから、特

許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５項及び第

６項に適合するものである。 

 

ｃ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の全ての請求項１～３について特許異議申立

てがされているので、訂正前の請求項３に係る訂正事項３に関して、特

許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７

項の独立特許要件は課されない。 

 

ウ 別の訂正単位とする求め 

 

訂正後の請求項３、４については、当該請求項についての訂正が認められ

る場合には、一群の請求項の他の請求項とは別途訂正することを求める。 

 

８ 添付書類の目録 

（ア）訂正特許請求の範囲          正本１通及び副本２通 

（イ）承諾書                  １通 

（ウ）訂正請求書副本              ２通 

 

 

 

 

 

 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 

「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 

 

８ 添付書類の目録 

（ア）訂正特許請求の範囲        正本１通 

（イ）承諾書                １通 

 

 

特許請求の範囲を訂正し、明細書及び図面が訂正されて

いない場合は、明細書、図面の提出は不要です。 
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※納付方法 

手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 

書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「７ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「８ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「８ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「８ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「８ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「９ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例についての解説（事例１）】 

 

１．請求の趣旨について 

 請求項ごとに訂正の請求をする場合には、「請求の趣旨」の欄において、訂正後

の請求項により、訂正する対象の請求項を特定する必要があります。 

 本事例では、訂正事項１に係る請求項１に加え、請求項１を引用する訂正前の請

求項３を訂正後の請求項３に書き下し、訂正前の請求項２を引用する訂正前の請求

項３を訂正後の請求項４に書き下したこととなるので、「訂正後の請求項１、３、

４について」と「請求の趣旨」に記載します。 

 なお、本事例は、特許請求の範囲の記載のみ訂正を求めていますが、明細書又は

図面の記載の訂正をも求めるときは、その旨記載する必要があります。 

 

２．訂正を請求する請求項について 

無効審判、異議申立ては原則として請求項ごとにされるため、無効審判、異議申

立における訂正請求も請求項ごとにしなければなりません。ただし、特許権の請求

項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求することが必要です。 

 

３．訂正の請求に係る請求項の数について 

 「訂正の請求に係る請求項の数」の欄には、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請

求項○～○について」と記載された請求項（削除する訂正を求める請求項、引用元

の訂正により実質的に訂正される請求項、新たに追加される請求項を含む）の数を

記載します。本事例では、新たに追加された請求項４も含むため、「３」となりま

す。 

 

４．料金について 

 訂正請求の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。この請求項の数は、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請求項○～○につい

て」と記載された請求項の数です。 

本事例では、「請求の趣旨」の欄に記載された請求項の数が３であるので、料金

は６６，０００円となります。 

 

５．独立特許要件について 

 請求項１～３については、特許異議の申立てがされているため、独立特許要件は

課されません。ただし、特許異議の申立ての審理において取消理由の有無は判断さ

れますので留意してください。 

なお、特許異議の申立てがされていない請求項を訂正する場合には、当該請求項

は独立特許要件を満たす必要があります。 
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６．別の訂正単位とする求めについて 

 引用関係を解消する訂正をする場合等であって、その訂正が認められる場合には

引用元の請求項が属する請求単位とは別に扱われることを求めるときは、ここでそ

の旨を記載します。 

引用関係を解消する訂正をする場合等であっても、この「別の訂正単位とする

求め」を記載しない場合には、引用元の請求項が属する請求単位と同じ請求単位

となります。 

 

７．添付書類について 

 本事例では、特許請求の範囲について訂正を求めているので、特許請求の範囲の

全文を添付しなければなりません。 

 なお、代理人が手続する場合で、代理権を証明する書面（委任状）が提出されて

いないときは、委任状を添付する必要があります。 

特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります。 

 

８．その他 

請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請

求書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 
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＜＜事例２＞＞ 「良く切れる鋏」 

 

【事例の概要（事例２）】 

本事例は、訂正前の請求項１について無効審判が請求されたことを受け、請求項

１の記載を減縮するとともに、明細書の誤記を訂正したものである。 

 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

  回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、 

  第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、 

  第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有することを特徴とする、鋏。 

【請求項２】 

  前記第二の鋏片のＢ形状の厚みがＤの範囲であることを特徴とする、請求項１

に記載の鋏。 

【請求項３】 

  前記第一及び第二の鋏片の刃先部に更にＣ形状を有することを特徴とする、  

請求項１に記載の鋏。 

【請求項４】 

  前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材がＥであることを特徴とする、請求項１

に記載の鋏。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

  回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、 

  第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、 

  第二の鋏片の刃縁に凸略円弧と凹略円弧が交互に連続したＢ形状を有すること

を特徴とする、鋏。 

【請求項２】 

  前記第二の鋏片のＢ形状の厚みがＤの範囲であることを特徴とする、請求項１

に記載の鋏。 

【請求項３】 

  前記第一及び第二の鋏片の刃先部に更にＣ形状を有することを特徴とする、  

請求項１に記載の鋏。 

【請求項４】 

  前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材がＥであることを特徴とする、請求項１

に記載の鋏。 
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【書き方見本（事例２）】 

 

 

 

 

    （７１，５００円） 

訂 正 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁審判長 殿 

 

１ 事件の表示  無効○○○○－○○○○○○ 

          （特許第○○○○○○○号無効審判事件） 

 

２ 訂正の請求に係る請求項の数 ４ 

 

３ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

４ 代理人 

    （識別番号    １００ＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   弁理士法人 ○○○○事務所 

代表者      代理 花子 

連絡先      担当は（弁理士） 代理 二郎 

 

５ 請求の趣旨 

 特許第○○○○○○○号の明細書、特許請求の範囲を、本訂正請求書

に添付した訂正明細書、特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項１～

４について訂正することを求める。 

 

６ 請求の理由 

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

1,000 

 

特 許 

印 紙 

 500 
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（１）設定登録の経緯 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行 令和○○年○○月○○日 

（特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

 

ア 訂正事項１ 

 特許請求の範囲の請求項１に「第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有すること

を特徴とする」と記載されているのを、「第二の鋏片の刃縁に凸略円弧と凹

略円弧が交互に連続したＢ形状を有することを特徴とする」に訂正する

（請求項１の記載を引用する請求項２～４も同様に訂正する）。 

 

イ 訂正事項２ 

願書に添付した明細書の段落【００３５】に記載された「凸略円個」を

「凸略円弧」に訂正する。 

 

（３）訂正の理由 

 

ア 一群の請求項についての説明 

 訂正前の請求項１～４について、請求項２～４はそれぞれ請求項１を引用

しているものであって、訂正事項１によって記載が訂正される請求項１に連

動して訂正されるものである。したがって、訂正前の請求項１～４に対応す

る訂正後の請求項１～４は、特許法１３４条の２第３項に規定する一群の請

求項である。 

 

イ 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 

 

（ア）訂正事項１ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正前の請求項１に係る特許発明は、「第二の鋏片の刃縁」の形状につ

いて「Ｂ形状を有する」ことを特定している。 

 これに対して、訂正後の請求項１は、「第二の鋏片の刃縁に凸略円弧と

凹略円弧が交互に連続したＢ形状を有する」との記載により、訂正後の請
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求項１に係る発明（以下、「訂正発明１」という。）における第二の鋏片の

刃先部の形状をより具体的に特定し、更に限定するものである。すなわ

ち、訂正事項１は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第１号に規定す

る特許請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

同様に、訂正後の請求項２～４は、訂正後の請求項１に記載された「第

二の鋏片の刃縁に凸略円弧と凹略円弧が交互に連続したＢ形状を有する」

との記載を引用することにより、訂正後の請求項２～４に係る発明（以

下、「訂正発明２～４」という。）における第二の鋏片の刃先部の形状をよ

り具体的に特定し、更に限定するものであるため、特許法第１３４条の２

第１項ただし書第１号に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするも

のである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 上記ａの理由から明らかなように、訂正事項１は、「Ｂ形状」という発

明特定事項を概念的により下位の「凸略円弧と凹略円弧が交互に連続し

たＢ形状」にするものであり、カテゴリーや対象、目的を変更するもので

はないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当

せず、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第１２６条第６項

に適合するものである。 

訂正事項１は、訂正前の請求項１の記載を引用する訂正前の請求項２

～４の記載についても実質的に訂正するものであるが、上記ａの理由か

ら明らかなように、訂正後の請求項１の記載は、訂正前の請求項１との関

係で特許請求の範囲を実質的に拡張し、又は変更するものではない。 

また、訂正事項１は、訂正前の請求項１の記載以外に、訂正前の請求項

２～４の記載について何ら訂正するものではなく、訂正発明２～４のカ

テゴリーや対象、目的を変更するものではない。 

したがって、訂正事項１は、訂正前の請求項２～４との関係で、実質上

特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではない。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項１は、明細書記載の第１実施例に基づいて導き出される構成

である。この第１実施例に係る説明として、段落【００１８】には、「・・・

（略）・・・」との記載がなされていることから、当該訂正事項１は、願

書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内

の訂正であり、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第１２６

条第５項に適合するものである。 
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ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件特許無効審判事件においては、訂正前の請求項１について無効審

判の請求の対象とされているので、訂正前の請求項１に係る訂正事項１

に関して、特許法第１３４条の２第９項で読み替えて準用する特許法第

１２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

請求項１を引用する訂正後の請求項２に記載された発明は、先の●●

●において提出された甲第１号証（特開平○○－○○○○○○号公報）に

記載された発明、第２号証（特開平○○－○○○○○○○号公報）に記載

された発明及び周知技術からは、…の理由により、当業者といえども本件

特許出願前に容易に発明をすることができたものではなく、特許法第２

９条第２項の規定により特許を受けることができないものには該当しな

いことが明らかである。 

訂正後の請求項３及び４に記載された各発明は、…の点に関して発明

特定事項をさらに追加したものであって、上記訂正後の請求項２ついて

検討した内容も踏まえると、甲第１号証、甲第２号証及び技術常識から

は、…の理由により、当業者といえども本件特許出願前に容易に発明する

ことができたものではなく、特許法第２９条第２項の規定により特許を

受けることができないものには該当しないことが明らかである。 

よって、訂正後の請求項２～４に記載された各発明は、特許出願の際に

独立して特許を受けることができるものであり、特許法第１３４条の２

第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項に適合するもので

ある。 

 

（イ）訂正事項２ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正前の明細書段落【００３５】に記載された「凸略円個」は、技術的

に意味を成しておらず、かつ他の段落の【００３６】や【００３７】には

「凸略円弧」との記載がある。よって、当該「凸略円個」は「凸略円弧」

の誤記である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 上記ａから明らかなように、訂正事項２は、単に明細書中の誤記を訂正

するためのものであるから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更す

るものには該当せず、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第

１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 
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 訂正事項２は、明細書の段落【００３６】や【００３７】に記載されて

いる「凸略円弧」という正しい記載に基づいて誤記を訂正するものである

から、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の

範囲内の訂正であり、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第

１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件特許無効審判事件においては、訂正前の請求項１について無効審

判の請求の対象とされているので、訂正前の請求項１に係る訂正事項１

に関して、特許法第１３４条の２第９項で読み替えて準用する特許法第

１２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

訂正後の請求項２～４に記載された発明については、明細書の誤記を

正しい記載である「凸略円弧」に訂正しただけであるから、独立特許要件

が満たされなくなることはなく、特許法第１３４条の２第９項で読み替

えて準用する特許法第１２６条第７項に適合するものである。 

 

ウ 明細書又は図面の訂正と関係する請求項についての説明 

 

 訂正事項２は、誤記を訂正することを目的とするものであり、これは一群

の請求項１～４に関係する訂正である。 

 したがって、訂正事項２は、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許

法第１２６条第４項に適合するものである。 

 

７ 添付書類の目録 

 

（１）訂正明細書、特許請求の範囲        正本１通及び副本２通 

（２）承諾書        １通 

（３）訂正請求書副本       ２通 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 

「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 

 

７ 添付書類の目録 

（１）訂正明細書                正本１通 

（２）訂正特許請求の範囲            正本１通 

（３）承諾書                    １通 
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※納付方法 

手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 

書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「６ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「７ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「７ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「７ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「７ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「８ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例について解説（事例２）】 

 

１．請求の趣旨について 

請求項ごとに訂正の請求をする場合には、「請求の趣旨」の欄において、訂正後

の請求項により、訂正する対象の請求項を特定する必要があります。 

 本事例では、請求項１を訂正することにより請求項１を引用する請求項２～４も

訂正されることとなるので、「訂正後の請求項１～４について」と「請求の趣旨」

に記載します。 

 

２．訂正を請求する請求項について 

無効審判、異議申立ては原則として請求項ごとに請求されるため、無効審判、異

議申立てにおける訂正請求も請求項ごとにしなければなりません。ただし、特許権

の請求項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求することが必要です。 

 

３．記載に変更はないが実質上記載内容が変更される請求項について 

 訂正前の請求項１の記載を変更することにより、これを引用する訂正前の請求項

２～４の記載内容が実質的に変更されるため、訂正要件のうち、「実質上特許請求

の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと」を説明する際、これらの請求項

の記載全てについて言及する必要があります。 

 

４．訂正の請求に係る請求項の数について 

 「訂正の請求に係る請求項の数」の欄には、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請

求項○～○について」と記載された請求項（削除する訂正を求める請求項、引用元

の訂正により実質的に訂正される請求項、新たに追加された請求項を含む）の数を

記載します。本事例では、引用元請求項１の記載の訂正により実質的に訂正される

請求項２～４を含み、「４」となります。 

 

５．料金について 

 訂正請求の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。この請求項の数は、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請求項○～○につい

て」と記載された請求項の数です。 

本事例では、「請求の趣旨」の欄に記載された請求項の数が４であるので、料金

は７１，５００円となります。 

 

６．独立特許要件について 

 請求項１については、無効審判が請求されているため、独立特許要件は課されま

せん。ただし、無効審判の審理において無効理由の有無は判断されますので留意し



 19 

てください。その他の請求項については無効審判が請求されていないので、独立特

許要件を満たす必要があります。 

 

７．添付書類について 

 本事例では、明細書、特許請求の範囲について訂正を求めているので、明細書、

特許請求の範囲の全文を添付しなければなりません。他方、図面の訂正は求めてい

ないため、図面を添付する必要ありません。 

 なお、代理人が手続する場合で、代理権を証明する書面（委任状）が提出されて

いないときは、委任状を添付する必要があります。 

特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります。 

 

８．その他 

請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請

求書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 
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＜＜事例３＞＞ 「害虫駆除剤」 

 

【事例の概要（事例３）】 

本事例は、訂正前の全ての請求項１～５について無効審判が請求されたことを受

け、訂正前の請求項１及び２を削除した上で、訂正前の請求項３の記載に訂正前の

請求項１の記載を組み込んで、請求項１の記載を引用しないものとし、独立形式請

求項へ改めるものであると同時に選択的な構成成分の一つ（化合物Ｄ）を削除する

ことで減縮したものを訂正後の請求項３としたものである。 

 

【訂正前後のクレーム（事例３）】 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

化学構造式Ｘで表されるエチレングリコールアルキルエーテル系化合物および乳化

剤Ｙを含有する害虫駆除剤。 

【請求項２】 

エチレングリコールアルキルエーテル系化合物が化合物Ａ、化合物Ｂ、化合物Ｃ、

化合物Ｄ、化合物Ｅから成る群の中から選択される請求項１に記載の害虫駆除剤。 

【請求項３】 

エチレングリコールアルキルエーテル系化合物が化合物Ａ、化合物Ｂ、化合物Ｃ、

化合物Ｄから成る群の中から選択される請求項２に記載の害虫駆除剤。 

【請求項４】 

エチレングリコールアルキルエーテル系化合物が化合物Ａ及び化合物Ｂから成る群

の中から選択される請求項３に記載の害虫駆除剤。 

【請求項５】 

エチレングリコールアルキルエーテル系化合物が化合物Ａである請求項４に記載の

害虫駆除剤。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

 （削除） 

【請求項２】 

 （削除） 

【請求項３】 

 化学構造式Ｘで表されるエチレングリコールアルキルエーテル系化合物および乳

化剤Ｙを含有する害虫駆除剤であって、エチレングリコールアルキルエーテル系化

合物が化合物Ａ、化合物Ｂ、化合物Ｃから成る群の中から選択される、前記害虫駆

除剤。 

【請求項４】 
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エチレングリコールアルキルエーテル系化合物が化合物Ａ、化合物Ｂから成る群の

中から選択される請求項３に記載の害虫駆除剤。 

【請求項５】 

エチレングリコールアルキルエーテル系化合物が化合物Ａである請求項４に記載の

害虫駆除剤。 
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【書き方見本（事例３）】 

 

 

 

 

    （７７，０００円） 

訂 正 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁審判長 殿 

 

１ 事件の表示     無効○○○○－○○○○○○ 

（特許第○○○○○○○号無効審判事件） 

 

２ 訂正の請求に係る請求項の数   ５ 

 

３ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

４ 代理人 

    （識別番号    １００ＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   弁理士法人 ○○○○事務所 

代表者      代理 花子 

連絡先      担当は（弁理士） 代理 二郎 

 

５ 請求の趣旨 

 特許第〇〇〇〇〇〇〇号の特許請求の範囲を、本訂正請求書に添付し

た訂正特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項１～５について訂正す

ることを求める。 

 

６ 請求の理由 

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

 1,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

5,000 

 

特 許 

印 紙 

 1,000 
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（１）設定登録の経緯 

 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行 令和○○年○○月○○日 

（特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

 

ア 訂正事項１ 

特許請求の範囲の請求項３に「エチレングリコールアルキルエーテル系

化合物が化合物Ａ、化合物Ｂ、化合物Ｃ、化合物Ｄから成る群の中から選

択される請求項２に記載の組成物。」と記載されているのを、「化学構造式

Ｘで表されるエチレングリコールアルキルエーテル系化合物および乳化

剤Ｙからなる害虫駆除剤であって、エチレングリコールアルキルエーテル

系化合物が化合物Ａ、化合物Ｂ、化合物Ｃから成る群の中から選択される、

前記害虫駆除剤。」に訂正する（請求項３の記載を直接的又は間接的に引

用する請求項４及び５も同様に訂正する）。 

 

イ 訂正事項２ 

特許請求の範囲の請求項１を削除する。 

    

ウ 訂正事項３ 

特許請求の範囲の請求項２を削除する。 

 

（３）訂正の理由 

 

ア 一群の請求項についての説明 

訂正前の請求項１～５について、請求項２～５はそれぞれ直前の請求項を引

用しているものであって、訂正事項２によって記載が訂正される請求項１に連

動して訂正されるものである。したがって、訂正前の請求項１～５に対応する

訂正後の請求項１～５は、特許法１３４条の２第３項に規定する一群の請求項

である。 

 

イ 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 
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（ア）訂正事項１について 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項１は、訂正前の請求項３が訂正前の請求項２を引用する記載

であったものを、請求項間の引用関係を解消し、請求項２を引用しない

ものとし、独立形式請求項へ改めるための訂正であって、特許法第１３

４条の２第１項ただし書第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること」

を目的とする訂正である。 

さらに前記目的に加え、この訂正は、訂正前の請求項３に択一的に記

載されていた化合物Ｄを削除するものである。 

したがって、訂正事項１は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第

１号に規定する特許請求の範囲の減縮も目的とするものである。 

 

ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項１は、前記のとおり、訂正前の請求項３に択一的に記載され

ていた化合物Ｄを削除したことで、訂正前の請求項３の記載を減縮する

ものであるから、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記

載した事項の範囲内の訂正であり、特許法第１３４条の２第９項で準用

する特許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｃ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

訂正事項１は、訂正前の請求項３に択一的に記載されていた化合物Ｄ

を削除したものであり、当該訂正により訂正前の請求項３に記載された

発明のカテゴリーを変更するものではなく、かつ、訂正前の請求項３に

記載された発明の対象や目的を変更するものとはならない。 

 したがって、訂正事項１は、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変

更するものではないため、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許

法第１２６条第６項に適合するものである。 

 また、訂正後の請求項４及び５についても、訂正前の請求項３に択一

的に記載されていた化合物Ｄを削除したものであり、当該訂正により訂

正前の請求項４及び５に記載された発明のカテゴリーを変更するもの

ではなく、かつ、訂正前の請求項４及び５に記載された発明の対象や目

的を変更するものとはならない。 

 したがって、訂正事項１は、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変

更するものではないため、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許

法第１２６条第６項に適合するものである。 
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ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

 本件特許無効審判事件においては、請求項１～５すべてが無効審判の

請求の対象とされているので、訂正前の請求項３～５に係る訂正事項１

に関して、特許法第１３４条の２第９項で読み替えて準用する特許法第

１２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

 

（イ） 訂正事項２について 

ａ 訂正の目的について 

 訂正事項２は、訂正前の請求項１の記載を削除するものである。 

 したがって、訂正事項２は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第

１号に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

 

ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項２は、訂正前の請求項１の記載を削除するものであるから、

願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であり、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第１２

６条第５項に適合するものである。 

 

ｃ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 訂正事項２は、訂正前の請求項１の記載を削除するのみであるから、

訂正前の請求項１の記載について、訂正前の請求項１に記載された発明

のカテゴリーを変更するものでもなく、かつ、訂正前の請求項１に記載

された発明の対象や目的を変更するものとはならない。 

したがって、訂正事項２は、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変

更するものではないため、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許

法第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件特許無効審判事件においては、全ての請求項について無効審判の

請求の対象とされているので、訂正事項２に関して、特許法第１３４条

の２第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立特許

要件は課されない。 

 

（ウ）訂正事項３について 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項３は、訂正前の請求項２の記載を削除するものである。 

 したがって、訂正事項３は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第



 26 

１号に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

 

ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項３は、前記のとおり、訂正前の請求項２の記載を削除するも

のであるから、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載

した事項の範囲内の訂正であり、特許法第１３４条の２第９項で準用す

る特許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｃ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

訂正事項３は、訂正前の請求項２の記載を削除するのみであるから、

訂正前の請求項２について、訂正前の請求項２に記載された発明のカテ

ゴリーを変更するものでもなく、かつ、訂正前の請求項２に記載された

発明の対象や目的を変更するものとはならない。 

したがって、訂正事項３は、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変

更するものではないため、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許

法第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件特許無効審判事件においては、全ての請求項について無効審判の

請求の対象とされているので、訂正事項３に関して、特許法第１３４条

の２第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立特許

要件は課されない。 

 

ウ 別の訂正単位とする求め 

訂正後の請求項３と、訂正後の請求項３の記載を引用する訂正後の請求項

４及び５については、当該請求項についての訂正が認められる場合には、一

群の請求項の他の請求項とは別途訂正することを求める。 

 

７ 添付書類の目録 

 

（１）訂正特許請求の範囲             正本１通及び副本２通 

（２）承諾書                     １通 

（３）訂正請求書副本                 ２通 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 

「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 
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７ 添付書類の目録 

（１）訂正特許請求の範囲        正本１通 

（２）承諾書                １通 

 

※納付方法 

手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 

書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「６ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「７ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「７ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「７ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「７ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「８ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例についての解説（事例３）】 

 

１．請求の趣旨について 

 請求項ごとに訂正の請求をする場合には、「請求の趣旨」の欄において訂正後の

請求項により、訂正する対象の請求項を特定する必要があります。 

請求項の記載を削除する訂正をするときは、訂正後に削除される請求項も記載し

ます。請求項の記載を削除する訂正を請求するときであっても、訂正後の請求項の

番号は繰り上げられません。 

 本事例では、請求項３を訂正することにより請求項３を引用する請求項４及び５

も訂正されることとなるので、訂正後の請求項３～５が対象となります。 

 また、本事例では、請求項１及び２を削除しているため、訂正後の請求項１及び

２も対象となります。 

 したがって、本事例では、「訂正後の請求項１～５について」と「請求の趣旨」

に記載します。 

 なお、本事例は、特許請求の範囲のみの訂正を求めていますが、明細書又は図面

の訂正も求めるときは、その旨を記載する必要があります。 

 

２．訂正を請求する請求項について 

無効審判、異議申立ては原則として請求項ごとに請求されるため、無効審判、

異議申立てにおける訂正請求も請求項ごとにしなければなりません。ただし、特許

権の請求項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求することが必要で

す。 

 

３．記載に変更はないが実質上記載内容が変更される請求項について 

 訂正前の請求項３の記載を変更することにより、これを引用する訂正前の請求項

４及び５の記載内容が実質的に変更されるため、訂正要件のうち、「実質上特許請

求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと」を説明する際、これらの請求

項の記載全てについて言及する必要があります。 

 

４．訂正の請求に係る請求項の数について 

 「訂正の請求に係る請求項の数」の欄には、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請

求項○～○について」と記載された請求項（削除する訂正を求める請求項、引用元

の訂正により実質的に訂正される請求項、新たに追加された請求項を含む）の数を

記載します。本事例では、削除する請求項１及び２、引用元請求項３の記載の訂正

により実質的に訂正される請求項４及び５の記載を含み、「５」となります。 

 

５．料金について 
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 訂正請求の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。この請求項の数は、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請求項○～○につい

て」と記載された請求項の数です。 

本事例では、「請求の趣旨」に記載された請求項の数が５であるので、料金は７

７，０００円となります。 

 

６．独立特許要件について 

 請求項１～５については、無効審判が請求されているため、独立特許要件は課さ

れません。 

なお、仮に、無効審判が請求されていない請求項がある場合は、独立特許要件を

満たす必要があります。 

 

７．別の訂正単位とする求めについて 

 引用関係を解消する訂正をする場合等であって、その訂正が認められる場合には

引用元の請求項が属する請求単位とは別に扱われることを求めるときは、ここでそ

の旨を記載します。 

引用関係を解消する訂正をする場合等であっても、この「別の訂正単位とする

求め」を記載しない場合には、引用元の請求項が属する請求単位と同じ請求単位

となります。 

 

８．添付書類について 

 本事例では、特許請求の範囲の記載について訂正を求めているので、特許請求の

範囲の全文を添付しなければなりません。 

他方、明細書及び図面の訂正は求めていないため、これらの書類を添付する必要

はありません。 

 なお、訂正請求を代理人が手続する場合で、代理権を証明する書面（委任状）が

提出されていないときは、委任状を添付する必要があります。 

特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります。 

 

９. その他 

 請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請

求書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 

  



 30 

＜＜事例４＞＞ 「良く切れる鋏」 

 

【事例の概要（事例４）】 

本事例は、訂正前の全ての請求項１～４について特許無効審判が請求されたこと

を受け、請求項１の記載を減縮したものである。また、請求項３の記載においては、

訂正前の請求項１の記載を組み込んで、請求項１の記載を引用しないものとし、独

立形式請求項へ改めるものである。さらに、請求項４の記載においては、請求項３

の記載と同様に独立形式請求項へ改めるとともに、請求項４の記載を減縮したもの

である。 

 

【訂正前後のクレーム（事例４）】 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、 

第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、 

第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有することを特徴とする、鋏。 

【請求項２】 

前記第二の鋏片のＢ形状の厚みがＤの範囲であることを特徴とする、請求項１に

記載の鋏。 

【請求項３】 

前記第一及び第二の鋏片の刃先部に更にＣ形状を有することを特徴とする、請求

項１に記載の鋏。 

【請求項４】 

前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材がＥであることを特徴とする、請求項１に記

載の鋏。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、 

第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、 

第二の鋏片の刃縁に凸略円弧と凹略円弧が交互に連続したＢ形状を有することを特

徴とする、鋏。 

【請求項２】 

前記第二の鋏片のＢ形状の厚みがＤの範囲であることを特徴とする、請求項１に

記載の鋏。 

【請求項３】 

回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、 

第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、 
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第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有し、 

前記第一及び第二の鋏片の刃先部に更にＣ形状を有することを特徴とする、鋏。 

【請求項４】 

回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、 

第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、 

第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有し、 

前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材がＦ成分を含むＥであることを特徴とする、

鋏。 
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【書き方見本（事例４）】 

 

 

 

 

    （７１，５００円） 

訂 正 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁審判長 殿 

 

１ 審判事件の表示  無効○○○○－○○○○○○ 

          （特許第○○○○○○○号無効審判事件） 

 

２ 訂正の請求に係る請求項の数 ４ 

 

３ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

４ 代理人 

    （識別番号    １００ＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   弁理士法人 ○○○○事務所 

代表者      代理 花子 

連絡先      担当は（弁理士） 代理 二郎 

 

５ 請求の趣旨 

 特許第○○○○○○○号の特許請求の範囲を、本訂正請求書に添付し

た訂正特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項１～４について訂正す

ることを求める。 

 

６ 請求の理由 

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

1,000 

 

特 許 

印 紙 

 500 
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（１）設定登録の経緯 

 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行 令和○○年○○月○○日 

（特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

 

ア 訂正事項１ 

 特許請求の範囲の請求項１に「第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有すること

を特徴とする」と記載されているのを、「第二の鋏片の刃縁に凸略円弧と凹

略円弧が交互に連続したＢ形状を有することを特徴とする」に訂正する

（請求項１の記載を引用する請求項２も同様に訂正する）。 

 

イ 訂正事項２ 

 特許請求の範囲の請求項３に「前記第一及び第二の鋏片の刃先部に更に

Ｃ形状を有することを特徴とする請求項１に記載の鋏」と記載されている

のを、「回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、第一の鋏片の

刃縁にＡ形状を有し、第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有し、前記第一及び第

二の鋏片の刃先部に更にＣ形状を有することを特徴とする、鋏」に訂正す

る。 

 

ウ 訂正事項３ 

 特許請求の範囲の請求項４に「前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材が

Ｅであることを特徴とする請求項１に記載の鋏」と記載されているのを、

「回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、第一の鋏片の刃縁

にＡ形状を有し、第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有し、前記第一及び第二の

鋏片の刃部の素材がＦ成分を含むＥであることを特徴とする、鋏」に訂正

する。 

 

（３）訂正の理由 

 

ア 一群の請求項についての説明 
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  訂正前の請求項１～４について、請求項２～４はそれぞれ請求項１を引

用しているものであって、訂正事項１によって記載が訂正される請求項１

に連動して訂正されるものである。したがって、訂正前の請求項１～４に

対応する訂正後の請求項１～４は、特許法１３４条の２第３項に規定する

一群の請求項である。 

 

イ 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 

 

（ア）訂正事項１ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正前の請求項１に係る特許発明は、「第二の鋏片の刃縁」の形状に

ついて「Ｂ形状を有する」ことを特定している。 

 これに対して、訂正後の請求項１は、「第二の鋏片の刃縁に凸略円弧

と凹略円弧が交互に連続したＢ形状を有する」との記載により、訂正後

の請求項１に係る発明（以下、「訂正発明１」という。）における第二の

鋏片の刃先部の形状をより具体的に特定し、更に限定するものである。

すなわち、訂正事項１は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第１号

に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

 同様に、訂正後の請求項２は、訂正後の請求項１に記載を引用するこ

とにより、訂正後の請求項２に係る発明をより具体的に特定し、更に限

定するものであるため、特許法第１３４条の２第１項ただし書第１号に

規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 上記ａの理由から明らかなように、訂正事項１は、「Ｂ形状」という発

明特定事項を概念的により下位の「凸略円弧と凹略円弧が交互に連続し

たＢ形状」にするものであり、カテゴリーや対象、目的を変更するもの

ではないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには

該当せず、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第１２６条第

６項に適合するものである。 

 なお、請求項１を引用する訂正後の請求項２についても、訂正前の請

求項１に記載されていた「Ｂ形状」という発明特定事項を概念的により

下位の「凸略円弧と凹略円弧が交互に連続したＢ形状」にするものであ

り、カテゴリーや対象、目的を変更するものではないから、実質上特許

請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当せず、特許法第１３４

条の２第９項で準用する特許法第１２６条第６項に適合するものであ

る。 

 



 35 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項１は、明細書記載の第１実施例に基づいて導き出される構成

である。この第１実施例に係る説明として、段落【００１８】には、「・・・

（略）・・・」との記載がなされていることから、当該訂正事項１は、願

書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内

の訂正であり、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第１２６

条第５項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件特許無効審判事件においては、全ての請求項について無効審判の

請求の対象とされているので、訂正事項１に関して、特許法第１３４条

の２第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立特許

要件は課されない。 

 

（イ）訂正事項２ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正事項２は、訂正前の請求項３の記載が訂正前の請求項１の記載を

引用する記載であったものを、請求項間の引用関係を解消し、請求項１

の記載を引用しないものとし、独立形式請求項へ改めるための訂正であ

って、特許法第１３４条の２第１項ただし書第４号に規定する「他の請

求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用し

ないものとすること」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内であること及び実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正で

はないこと 

 訂正事項２は、何ら実質的な内容の変更を伴うものではないから、特

許法第１３４条の２第９項で準用する特許法第１２６条第５項及び第

６項に適合するものである。 

  

ｃ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

 本件においては、全ての請求項について無効審判の請求の対象とされ

ているので、訂正事項２に関して、特許法第１３４条の２第９項で読み

替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

 

（ウ）訂正事項３ 
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ａ 訂正の目的について 

 訂正前の請求項４に係る発明では、「第一及び第二の鋏片の刃部」と

して、素材がＥであることのみを特定していた。 

 これに対して、訂正後の請求項４に係る発明では、「素材がＦ成分を

含むＥ」として素材Ｅが含む具体的な成分を明らかにすることで、特許

請求の範囲を減縮しようとするものであるから、当該訂正事項３は、特

許法第１３４条の２第１項ただし書第１号に規定する特許請求の範囲

の減縮を目的とするものである。 

 また、訂正事項３は、訂正前の請求項４に「前記第一及び第二の鋏片

の刃部の素材がＥであることを特徴とする請求項１に記載の鋏」と記載

されているのを、「回転支持部により回動自在である一対の鋏片のうち、

第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、第二の鋏片の刃縁にＢ形状を有し、

前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材が（Ｆ成分を含む）Ｅであること

を特徴とする、鋏」へと訂正するものである。 

 この訂正は、訂正前の請求項４の記載が訂正前の請求項１の記載を引

用する記載であったものを、請求項間の引用関係を解消し、請求項１の

記載を引用しないものとし、独立形式請求項へ改めるための訂正であっ

て、特許法第１３４条の２第１項ただし書第４号に規定する「他の請求

項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しな

いものとすること」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 上記ａの理由から明らかなように、訂正事項３に「前記第一及び第二

の鋏片の刃部の素材がＥであること」と記載されているのを、「前記第

一及び第二の鋏片の刃部の素材がＦ成分を含むＥであること」へと訂正

したことは、「Ｅ」という発明特定事項を概念的により下位の「Ｆ成分を

含むＥ」にするものであり、カテゴリーや対象、目的を変更するもので

はない。 

 また、訂正事項３における訂正前の請求項４に「前記第一及び第二の

鋏片の刃部の素材がＥであることを特徴とする請求項１に記載の鋏」と

記載されているのを、「回転支持部により回動自在である一対の鋏片の

うち、第一の鋏片の刃縁にＡ形状を有し、第二の鋏片の刃縁にＢ形状を

有し、前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材が（Ｆ成分を含む）Ｅであ

ることを特徴とする、鋏」へと訂正したことは、請求項間の引用関係を

解消し、請求項１の記載を引用しないものとし、独立形式請求項へ改め

るための訂正である。 

 したがって、訂正事項３は、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変

更するものには該当せず、特許法第１３４条の２第９項で準用する特許
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法第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項３における「前記第一及び第二の鋏片の刃部の素材がＦ成分

を含むＥであること」へと訂正したことは、明細書記載の第２実施例に

基づいて導き出される構成である。この第２実施例に係る説明として、

段落【００１９】には、「・・・（略）・・・」との記載がなされているこ

とから、当該訂正事項３は、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又

は図面に記載した事項の範囲内の訂正であり、特許法第１３４条の２第

９項で準用する特許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

 本件においては、全ての請求項について無効審判の請求の対象とされ

ているので、訂正事項３に関して、特許法第１３４条の２第９項で読み

替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

 

ウ 別の訂正単位とする求め 

訂正後の請求項３、４については、当該請求項についての訂正が認められ

る場合には、一群の請求項の他の請求項とは別途訂正することを求める。 

 

７ 添付書類の目録 

 

（１）訂正特許請求の範囲          正本１通及び副本２通 

（２）承諾書                  １通 

（３）訂正請求書副本              ２通 

 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 

「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 

 

７ 添付書類の目録 

（１）訂正特許請求の範囲          正本１通 

（２）承諾書                  １通 

 

※納付方法 

手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 
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書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「６ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「７ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「７ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「７ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「７ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「８ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例についての解説（事例４）】 

 

１．請求の趣旨について 

 請求項ごとに訂正の請求をする場合には、「請求の趣旨」の欄において、訂正後

の請求項により、訂正する対象の請求項を特定する必要があります。 

 本事例では、請求項１を訂正することにより請求項１を引用する請求項２も訂正

されることとなるので、訂正後の請求項１及び２が対象となります。 

 また、本事例では、請求項３及び４も訂正しているため、訂正後の請求項３及び

４が対象となります。 

 したがって、本事例では、「訂正後の請求項１～４について」と「請求の趣旨」

に記載します。 

 なお、本事例は、特許請求の範囲の記載のみの訂正を求めていますが、明細書又

は図面の訂正も求めるときは、その旨を記載する必要があります。 

 

２．訂正を請求する請求項について 

無効審判、異議申立ては原則として請求項ごとに請求されるため、無効審判、異

議申立てにおける訂正請求も請求項ごとにしなければなりません。ただし、特許権

の請求項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求することが必要です。 

 

３．記載に変更はないが実質上記載内容が変更される請求項について 

 訂正前の請求項１の記載を変更することにより、これを引用する訂正前の請求項

２の記載の内容が実質的に変更されるため、訂正要件のうち、「実質上特許請求の

範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと」を説明する際、これらの請求項の

記載全てについて言及する必要があります。 

 

４．訂正の請求に係る請求項の数について 

 「訂正の請求に係る請求項の数」の欄には、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請

求項○～○について」と記載された請求項（削除する訂正を求める請求項、引用元

の訂正により実質的に訂正される請求項、新たに追加された請求項を含む）の数を

記載します。本事例では、引用元請求項１の記載の訂正により実質的に訂正される

請求項２を含み、「４」となります。 

 

５．料金について 

 訂正請求の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。この請求項の数は、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請求項○～○につい

て」と記載された請求項の数です。 

本事例では、請求の趣旨に記載された請求項の数が４であるので、料金は７１，

５００円となります。 
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６．独立特許要件について 

 請求項１～４については、無効審判が請求されているため、独立特許要件は課さ

れません。 

なお、仮に、無効審判が請求されていない請求項がある場合は、独立特許要件を

満たす必要があります。 

 

７．別の訂正単位とする求めについて 

 引用関係を解消する訂正をする場合等であって、その訂正が認められる場合には

引用元の請求項が属する請求単位とは別に扱われることを求めるときは、ここでそ

の旨を記載します。 

引用関係を解消する訂正をする場合等であっても、この「別の訂正単位とする

求め」を記載しない場合には、引用元の請求項が属する請求単位と同じ請求単位

となります。 

 

８．添付書類について 

 本事例では、特許請求の範囲について訂正を求めているので、特許請求の範囲の

全文を添付しなければなりません。他方、明細書及び図面の訂正は求めていないた

め、これらの書類を添付する必要はありません。 

 なお、代理人が手続する場合で、代理権を証明する書面（委任状）が提出されて

いないときは、委任状を添付する必要があります。 

特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります 

 

９. その他 

請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請

求書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 
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＜＜事例５＞＞ 「ボールペン」 

 

【事例の概要（事例５）】 

 本事例は、訂正前の請求項１～２について特許異議の申立てがされたことを受け、

請求項１の記載を減縮するとともに、請求項３について引用関係を解消し、さらに

特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載との整合を図るため、明細書の段

落【００１２】～【００１３】の記載を訂正することを求めたものである。 

 

【訂正前後のクレーム（事例５）】 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

 軸筒の先端側の把持部分に、多孔性チューブからなる滑り止め部材を嵌設したボ

ールペン。 

【請求項２】 

 多孔性チューブは、外表面に多数の小突起を有する請求項１記載のボールペン。 

【請求項３】 

 多孔性チューブは、外表面に、軸方向に対して同一間隔で複数の通気溝を有する

請求項１記載のボールペン。 

【請求項４】 

軸筒の先端側の把持部分に、木製又はコルク製のチューブからなる滑り止め部材

を嵌設したボールペン。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

 軸筒の先端側の把持部分に、シリコンゴム製の多孔性チューブからなる滑り止め

部材を嵌設したボールペン。 

【請求項２】 

 多孔性チューブは、外表面に多数の小突起を有する請求項１記載のボールペン。 

【請求項３】 

 軸筒の先端側の把持部分に、多孔性チューブからなる滑り止め部材を嵌設したボ

ールペンであって、多孔性チューブは、外表面に、軸方向に対して同一間隔で複数

の通気溝を有するボールペン。 

【請求項４】 

軸筒の先端側の把持部分に、木製又はコルク製のチューブからなる滑り止め部材

を嵌設したボールペン。 
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【書き方見本（事例５）】 

 

 

 

 

    （６６，０００円） 

訂 正 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁審判長 殿 

 

１ 異議番号    異議○○○○－○○○○○○ 

 

２ 特許番号  特許第○○○○○○○号 

 

３ 訂正の請求に係る請求項の数   ３ 

 

４ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

５ 代理人 

    （識別番号    １００ＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   弁理士法人 ○○○○事務所 

代表者      代理 花子 

連絡先      担当は（弁理士） 代理 二郎 

 

６ 請求の趣旨 

 特許第○○○○○○○号の明細書、特許請求の範囲を本訂正請求書に

添付した訂正明細書、特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項１～３に

ついて訂正することを求める。 

 

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

5,000 

特 許 

印 紙 

1,000 
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７ 請求の理由 

 

（１）設定登録の経緯 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行 令和○○年○○月○○日 

          （特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

ア 訂正事項１ 

   特許請求の範囲の請求項１に「多孔性チューブからなる滑り止め部材」と

記載されているのを、「シリコンゴム製の多孔性チューブからなる滑り止め

部材」に訂正する（請求項１の記載を引用する請求項２も同様に訂正する）。 

 

イ 訂正事項２ 

  特許請求の範囲の請求項３に「多孔性チューブは、外表面に、軸方向に対し

て同一間隔で複数の通気溝を有する請求項１記載のボールペン」と記載され

ているのを、「軸筒の最先端の把持部分に、多孔性チューブからなる滑り止め

部材を嵌設したボールペンであって、多孔性チューブは、外表面に、軸方向に

対して同一間隔で複数の通気溝を有するボールペン」に訂正する。 

    

 

ウ 訂正事項３ 

明細書の段落【００１２】～【００１３】にそれぞれ「多孔性チューブ」と

記載されているのを、「シリコンゴム製の多孔性チューブ」に訂正する。 

 

（３）訂正の理由 

 

ア 一群の請求項についての説明 

訂正前の請求項１～３について、請求項２及び３は請求項１を引用している

ものであって、訂正事項１によって記載が訂正される請求項１に連動して訂正

されるものである。したがって、訂正前の請求項１～３に対応する訂正後の請

求項１～３は、特許法１２０条の５第４項に規定する一群の請求項である。 

 

イ 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 
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（ア）訂正事項１ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正前の請求項１に係る発明では、「多孔性チューブからなる滑り止め

部材」として、滑り止め部材が、多孔性チューブであることのみを特定し

ていたが、その多孔性チューブがいかなる材質によるものかについては

何ら特定されていない。 

 これに対して、訂正後の請求項１に係る発明では、当該多孔性チューブ

が、シリコンゴム製の素材を用いて構成される旨を明らかにすることで、

特許請求の範囲を減縮しようとするものであるから、当該訂正事項１は、

特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する特許請求の範囲

の減縮を目的とするものである。 

 同様に、訂正後の請求項２は、訂正後の請求項１に記載された「シリコ

ンゴム製の」との記載を引用することにより、訂正後の請求項２に係る発

明における多孔性チューブからなる滑り止め部材をより具体的に特定し、

更に限定するものであるため、特許法第１２０条の５第２項ただし書第

１号に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 上記ａの理由から明らかなように、訂正事項１は、発明特定事項を上位

概念から下位概念にするものであり、カテゴリーや対象、目的を変更する

ものではないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものに

は該当せず、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条

第６項に適合するものである。 

また、訂正事項１は、訂正前の請求項１の記載以外に、訂正前の請求項

２の記載について訂正するものではなく、請求項２のカテゴリーや対象、

目的を変更するものではない。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項１は、願書に添付した明細書中の発明の詳細な説明に基づい

て導き出される構成である。 

 この多孔性チューブの素材に係る説明として、段落【００２０】には、

「・・・（略）・・・多孔性チューブの材質として、弾性変形可能なシリコ

ンゴムやＮＢＲ等の素材を採用することができる・・・（略）・・・」との

記載がなされており、当該シリコンゴムを用いる作用効果も、段落【・・・】

に記載されたとおりのものであるから、当該訂正事項１は、願書に添付し

た明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正であ
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り、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５項に

適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

 本件においては、訂正前の請求項１及び２について特許異議の申立て

がされているので、訂正前の請求項１及び２に係る訂正事項１に関して、

特許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第

７項の独立特許要件は課されない。 

 

（イ）訂正事項２ 

ａ 訂正の目的について 

   訂正事項２は、訂正前の請求項３の記載が訂正前の請求項１の記載を

引用する記載であったものを、請求項間の引用関係を解消し、請求項１

の記載を引用しないものとし、独立形式請求項へ改めるための訂正であ

って、特許法第１２０条の５第２項ただし書第４号に規定する「他の請

求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用し

ないものとすること」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内であること及び実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正で

はないこと 

   訂正事項２は、何ら実質的な内容の変更を伴うものではないから、特

許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５項及び第

６項に適合するものである。 

 

ｃ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

   訂正事項２は、第１２０条の５第２項ただし書第４号に規定する「他

の請求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引

用しないものとすること」を目的とする訂正であって、同第１号又は第

２号に掲げる事項を目的とする訂正ではないから、請求項３に係る訂正

事項２に関して、特許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特

許法第１２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

 

（ウ）訂正事項３ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正事項３は、上記訂正事項１に係る訂正に伴い特許請求の範囲の記

載と明細書の記載との整合を図るための訂正である。よって、訂正事項３

は特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定する明瞭でない記
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載の釈明を目的とするものである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 訂正事項３は、請求項１及び２に記載された「多孔性チューブ」に関し、

その解釈に影響を与え得る訂正であるが、当該訂正事項３については、多

孔性チューブの素材を限定する訂正であり、カテゴリーや対象、目的を変

更するものではないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する

ものには該当せず、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１

２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項３は、特許掲載公報の明細書中の発明の詳細な説明に基づい

て導き出される構成である。 

 この多孔性チューブの素材に係る説明として、段落【００２０】には、

「・・・（略）・・・多孔性チューブの材質として、弾性変形可能なシリコ

ンゴムやＮＢＲ等の素材を採用することができる・・・（略）・・・」との

記載がなされており、当該シリコンゴムを用いる作用効果も、段落【……】

に記載されたとおりのものであるから、当該訂正事項３は、願書に添付し

た明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正であ

り、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５項に

適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の請求項１及び２について特許異議の申立て

がされているので、訂正前の請求項１及び２に係る訂正事項３に関して、

特許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第

７項の独立特許要件は課されない。 

訂正事項３は、第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定する明瞭

でない記載の釈明を目的とする訂正であって、同第１号又は第２号に掲

げる事項を目的とする訂正ではないから、請求項３に係る訂正事項３に

関して、特許法第１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１

２６条第７項の独立特許要件は課されない。 

 

 ウ 別の訂正単位とする求め 

訂正後の請求項３については、当該請求項についての訂正が認められる場合

には、一群の請求項の他の請求項とは別途訂正することを求める。 
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 エ 明細書の訂正と関係する請求項についての説明 

願書に添付した明細書の段落【００１２】及び【００１３】にそれぞれ記載

された多孔性チューブは、訂正事項３によってシリコンゴム性の多孔性チュー

ブに訂正された。段落【００１２】には請求項１に対応する実施例が、段落【０

０１３】には請求項２に対応する実施例が、それぞれ記載されている。 

ここで、請求項１～３は一群の請求項であるため、当該訂正事項３と各請求

項との関係は、以下の表に示すとおり、請求項１～３が訂正事項３による明細

書の訂正に係る請求項であり、請求項４については、当該一群の請求項ではな

く、多孔性チューブの材質とは何ら関係のない請求項であるから、訂正事項３

による明細書の訂正とは関連しない。 

したがって、訂正事項３は、明細書の訂正に係る請求項を含む一群の請求項

の全てについて行うものであるから１２０条の５第９項で準用する特許法第１

２６条第４項に適合するものである。 

 

〔表〕訂正された明細書と請求項の関係 

 請求項１ 請求項２ 請求項３ 請求項４ 

訂正事項３ 

（段落【００１２】、

【００１３】の訂正） 

○ ○ ○ × 

              （○：関係する  ×：関係しない） 

 

 

８ 添付書類の目録 

（ア）訂正明細書、特許請求の範囲      正本１通及び副本２通 

（イ）承諾書         １通 

（ウ）委任状           １通 

（エ）訂正請求書副本                   ２通 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 

「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 

 

８ 添付書類の目録 

（ア）訂正明細書、訂正特許請求の範囲       正本１通 

（イ）承諾書                     １通 

（ウ）委任状                     １通 

 

 

※納付方法 
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手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 

書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「７ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「８ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「８ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「８ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「８ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「９ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例についての解説（事例５）】 

 

１．請求の趣旨について 

請求項ごとに訂正の請求をする場合には、「請求の趣旨」の欄において、訂正後

の請求項により、訂正する対象の請求項を特定する必要があります。 

本事例では、訂正前の請求項１の記載を訂正することにより実質的に訂正前の請

求項２も訂正されるとともに、請求項３の記載が訂正されることになるので、「訂

正後の請求項１～３について」と「請求の趣旨」に記載します。 

 

２．訂正を請求する請求項について 

無効審判、異議申立ては原則として請求項ごとに請求されるため、無効審判、異

議申立てにおける訂正請求も請求項ごとにしなければなりません。ただし、特許権

の請求項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求することが必要です。 

 

３．訂正の請求に係る請求項の数について 

「訂正の請求に係る請求項の数」の欄には、「訂正の趣旨」の欄に「訂正後の請

求項○～○について」と記載された請求項（削除する訂正を求める請求項、引用元

の訂正により実質的に訂正される請求項、新たに追加された請求項を含む）の数を

記載します。本事例では、引用元請求項１の記載の訂正により実質的に訂正される

請求項２を含み、「３」となります。 

 

４．記載に変更はないが実質上記載内容が変更される請求項について 

 訂正前の請求項１の記載を変更することにより、これを引用する訂正前の請求項

２の記載の内容が実質的に変更されるため、訂正要件のうち、「実質上特許請求の

範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと」、「願書に添付した明細書、特許請

求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内であること」、及び独立特許要件を満た

していることを説明する際、請求項２についても言及する必要があります。 

 

５．料金について 

 訂正審判の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。本事例では、「請求の趣旨」の欄に記載された請求項の数が３であるの

で、料金は６６，０００円となります。 

 

６．独立特許要件について 

請求項１及び２については、特許異議の申立てがされているため、独立特許要件

は課されません。 

また、請求項３については、引用関係の解消を目的とする訂正ですので、独立特

許要件は課されません。 
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７．別の訂正単位とする求めについて 

 引用関係を解消する訂正をする場合等であって、その訂正が認められる場合には

引用元の請求項が属する請求単位とは別に扱われることを求めるときは、ここでそ

の旨を記載します。 

引用関係を解消する訂正をする場合等であっても、この「別の訂正単位とする

求め」を記載しない場合には、引用元の請求項が属する請求単位と同じ請求単位

となります。 

 

８．添付書類について 

 本事例では、特許請求の範囲、明細書について訂正を求めているので、特許請求

の範囲及び明細書の全文を添付しなければなりません。 

 代理人が手続をする場合は、代理権を証明する書面（委任状）を提出する必要が

あります。 

 特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります。 

 

９．その他 

請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請

求書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 
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＜＜事例６＞＞ 「ボールペン」 

 

【事例の概要（事例６）】 

 本事例は、請求項１の記載を減縮するとともに、特許請求の範囲の記載と発明の

詳細な説明の記載との整合を図るため、明細書の段落【００１２】～【００１４】

の記載を訂正することを求め、訂正審判の請求をしたものである。 

 

【訂正前後のクレーム（事例６）】 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

 軸筒の先端側の把持部分に、多孔性チューブからなる滑り止め部材を嵌設したボ

ールペン。 

【請求項２】 

 多孔性チューブは、外表面に多数の小突起を有する請求項１記載のボールペン。 

【請求項３】 

 多孔性チューブは、外表面に、軸方向に対して同一間隔で複数の通気溝を有する

請求項１記載のボールペン。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

 軸筒の先端側の把持部分に、シリコンゴム製の多孔性チューブからなる滑り止め

部材を嵌設したボールペン。 

【請求項２】 

 多孔性チューブは、外表面に多数の小突起を有する請求項１記載のボールペン。 

【請求項３】 

 多孔性チューブは、外表面に、軸方向に対して同一間隔で複数の通気溝を有する

請求項１記載のボールペン。 
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【書き方見本（事例６）】 

 

 

 

 

    （６６，０００円） 

審 判 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁長官 殿 

 

１ 審判事件の表示    特許第○○○○○○○号訂正審判事件 

 

２ 審判の請求に係る請求項の数   ３ 

 

３ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

４ 代理人 

    （識別番号    １００ＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   弁理士法人 ○○○○事務所 

代表者      代理 花子 

連絡先      担当は（弁理士） 代理 二郎 

 

５ 請求の趣旨 

 特許第○○○○○○○号の明細書、特許請求の範囲を本件審判請求書

に添付した訂正明細書、特許請求の範囲のとおり訂正することを認める、

との審決を求める。 

 

 

６ 請求の理由 

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

10,000 

 

特 許 

印 紙 

5,000 

特 許 

印 紙 

1,000 
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（１）設定登録の経緯 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行 令和○○年○○月○○日 

          （特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

ア 訂正事項１ 

   特許請求の範囲の請求項１に「多孔性チューブからなる滑り止め部材」と

記載されているのを、「シリコンゴム製の多孔性チューブからなる滑り止め

部材」に訂正する（請求項１の記載を引用する請求項２及び請求項３も同様

に訂正する）。 

 

イ 訂正事項２ 

   明細書の段落【００１２】～【００１４】にそれぞれ「多孔性チューブ」

と記載されているのを、「シリコンゴム製の多孔性チューブ」に訂正する。 

 

（３）訂正の理由 

 

ア 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 

 

（ア）訂正事項１ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正前の請求項１に係る発明では、「多孔性チューブからなる滑り止め

部材」として、滑り止め部材が、多孔性チューブであることのみを特定し

ていたが、その多孔性チューブがいかなる材質によるものかについては

何ら特定されていない。 

 これに対して、訂正後の請求項１に係る発明では、当該多孔性チューブ

が、シリコンゴム製の素材を用いて構成される旨を明らかにすることで、

特許請求の範囲を減縮しようとするものであるから、当該訂正事項１は、

特許法第１２６条第１項ただし書第１号に規定する特許請求の範囲の減

縮を目的とするものである。 

 同様に、訂正後の請求項２及び３は、訂正後の請求項１に記載された

「シリコンゴム製の」との記載を引用することにより、訂正後の請求項２

及び３に係る発明における多孔性チューブからなる滑り止め部材をより
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具体的に特定し、更に限定するものであるため、特許法第１２６条第１項

ただし書第１号に規定する特許請求の範囲の減縮を目的とするものであ

る。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 上記ａの理由から明らかなように、訂正事項１は、発明特定事項を上位

概念から下位概念にするものであり、カテゴリーや対象、目的を変更する

ものではないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものに

は該当せず、特許法第１２６条第６項に適合するものである。 

また、訂正事項１は、訂正前の請求項１の記載以外に、訂正前の請求項

２及び３の記載について訂正するものではなく、請求項２及び３のカテ

ゴリーや対象、目的を変更するものではない。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項１は、願書に添付した明細書中の発明の詳細な説明に基づい

て導き出される構成である。 

 この多孔性チューブの素材に係る説明として、段落【００２０】には、

「・・・（略）・・・多孔性チューブの材質として、弾性変形可能なシリコ

ンゴムやＮＢＲ等の素材を採用することができる・・・（略）・・・」との

記載がなされており、当該シリコンゴムを用いる作用効果も、段落【・・・】

に記載されたとおりのものであるから、当該訂正事項１は、願書に添付し

た明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正であ

り、特許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｄ 独立特許要件について 

 訂正事項１は、上述のとおり下位概念にするものであるから、特許要件

の適否について見直すべき新たな事情は存在せず、本訂正により特許法

第３６条第４項第１号又は第６項（第４号を除く）に規定する要件を満た

さなくなるものでもないから、独立特許要件を満たす。 

したがって、訂正事項１は、特許法第１２６条第７項に適合するもので

ある。 

 

（イ）訂正事項２ 

ａ 訂正の目的について 

 訂正事項２は、訂正事項１に係る訂正に伴って、特許請求の範囲の記載

と発明の詳細な説明の記載との整合を図るため、願書に添付した明細書

の段落【００１２】～【００１４】それぞれに「多孔性チューブ」と記載
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されているのを、「シリコンゴム製の多孔性チューブ」に訂正するもので

ある。 

 訂正前の明細書の段落【００１２】～【００１４】に記載された実施例

では、その構成部材について、「多孔性チューブ」のみの記載であり、そ

の多孔性チューブがいかなる材質によるものかについては何ら特定され

ていなかったが、訂正後の明細書の段落【００１２】～【００１４】に記

載された実施例では、その構成部材について、当該多孔性チューブが、シ

リコンゴム製の素材を用いて構成される旨を明らかにするものである。 

 以上のとおり、当該訂正事項２は、特許法第１２６条第１項ただし書第

３号に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

 訂正事項２は、請求項１～３に記載された「多孔性チューブ」に関し、

その解釈に影響を与え得る訂正であるが、当該訂正事項２については、多

孔性チューブの素材を限定する訂正であり、カテゴリーや対象、目的を変

更するものではないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する

ものには該当せず、特許法第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正であること 

 訂正事項２は、特許掲載公報の明細書中の発明の詳細な説明に基づい

て導き出される構成である。 

 この多孔性チューブの素材に係る説明として、段落【００２０】には、

「・・・（略）・・・多孔性チューブの材質として、弾性変形可能なシリコ

ンゴムやＮＢＲ等の素材を採用することができる・・・（略）・・・」との

記載がなされており、当該シリコンゴムを用いる作用効果も、段落【……】

に記載されたとおりのものであるから、当該訂正事項２は、願書に添付し

た明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正であ

り、特許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

７ 添付書類又は添付物件の目録 

（ア）訂正明細書、特許請求の範囲      正本１通及び副本１通 

（イ）承諾書         １通 

（ウ）審判請求書副本        １通 

（エ）委任状           １通 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 
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「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 

 

７ 添付書類の目録 

（ア）訂正明細書                 正本１通 

（イ）訂正特許請求の範囲             正本１通 

（ウ）承諾書                     １通 

（エ）委任状                     １通 

 

※納付方法 

手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 

書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「６ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「７ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「７ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「７ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「７ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「８ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例についての解説（事例６）】 

 

１．請求の趣旨について 

 訂正審判については、特許権全体又は請求項ごとのいずれも選択可能です。この

事例では、特許権全体を対象としていますが、請求項１～３について請求項ごとを

選択することも可能です。なお、特許権全体を訂正することを選択したときは、

「訂正の理由」における「一群の請求項についての説明」、「明細書又は図面の訂正

と関係する請求項についての説明」は不要です。 

ただし、特許権の請求項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求する

ことが必要です。 

 

２．記載に変更はないが実質上記載内容が変更される請求項について 

 訂正前の請求項１の記載を変更することにより、これを引用する訂正前の請求項

２及び３の記載の内容が実質的に変更されるため、訂正要件のうち、「実質上特許

請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと」、「願書に添付した明細書、

特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内であること」、及び独立特許要件

を満たしていることを説明する際、これらの請求項の記載全てについて言及する必

要があります。 

 

３．料金について 

 訂正審判の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。特許権全体に対して訂正審判を請求した場合は、特許登録簿に記載された

請求項の数の手数料が必要となり、この場合、請求の趣旨にあるとおり、全請求項

数が３であるので（請求項１を引用する請求項２及び３を含む）、料金は６６，０

００円となります。 

なお、この場合、仮に訂正が１つの請求項のみを対象とするものであっても、必

ず全請求項に対してしたことになります。 

 

４．独立特許要件について 

 訂正が特許法第１２６条第１項ただし書第１号又は２号を目的とする場合には、

特許法第１２６条第７項に適合するものでなければなりません（独立特許要件）。

独立特許要件のうち、特許法第３６条のいわゆる記載要件については、特許権者側

に立証責任があるといえますので、訂正審判の審判請求書において記載要件を満た

していることを説明する必要があります。 

 なお、本事例では、「シリコンゴム製の」という記載を単に追加する訂正である

ため、簡単な説明となっていますが、実際の事件で複雑な訂正がなされる場合に
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は、対応関係を説明しながら記載要件を満たしていることを説明することが必要で

す。 

 

５．添付書類について 

 本事例では、特許請求の範囲、明細書について訂正を求めているので、特許請求

の範囲及び明細書の全文を添付しなければなりません。 

 代理人が手続をする場合は、代理権を証明する書面（委任状）を提出する必要が

あります。 

 特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります。 

 

６. その他 

請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請

求書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 
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＜＜事例７＞＞ 「殺虫剤、殺虫方法及び害虫忌避剤」 
 

【事例の概要（事例７）】 

本事例は、訂正前の請求項１～５について特許異議申立てがされたことを受け、

訂正前の請求項１を削除し、訂正前の請求項２、３の記載において、訂正前の請

求項１を引用するものを独立形式請求項へ書き下すとともに、その内容を減縮し

たものである。また、訂正前の請求項４、５の記載において、請求項１を引用し

ないものとするとともに、訂正前の請求項４における訂正前の請求項１を引用す

るものを、新たに請求項８として独立形式請求項へ訂正するものである。さらに、

訂正前の請求項６の記載において、引用する訂正前の請求項５のうち訂正前の請

求項１を引用するものを独立形式請求項へ書き下すとともに、新たに請求項９と

して、訂正前の請求項６において引用する訂正前の請求項５のうち訂正前の請求

項１を引用する請求項２を引用する請求項３を引用するものを、その内容を減縮

した上で、独立形式請求項へ訂正するものである。 
 

【訂正前後のクレーム（事例７）】 

●訂正前のクレーム 

【請求項１】 

 化合物Ａを有効成分として含有する殺虫剤。 

【請求項２】 

 さらに化合物Ｂを含有する請求項１に記載の殺虫剤。 

【請求項３】 

 さらに化合物Ｃを含有する請求項１又は２に記載の殺虫剤。 

【請求項４】 

 さらに化合物Ｄを含有する請求項１～３のいずれか１項に記載の殺虫剤。 

【請求項５】 

 請求項１～４のいずれか１項に記載の殺虫剤を用いた殺虫方法。 

【請求項６】 

 前記殺虫剤を、αの条件で噴霧する工程を備える、請求項５に記載の殺虫方法。 

【請求項７】 

 化合物Ａ及び化合物Ｅを有効成分として含有する害虫忌避剤。 

 

●訂正後のクレーム 

【請求項１】 

（削除） 

【請求項２】 

 化合物ａを有効成分として含有し、さらに化合物Ｂを含有する殺虫剤。 

【請求項３】 
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 化合物ａを有効成分として含有し、さらに化合物Ｃを含有する殺虫剤。 

【請求項４】 

 さらに化合物Ｄを含有する請求項２又は３に記載の殺虫剤。 

【請求項５】 

 請求項２～４のいずれか１項に記載の殺虫剤を用いた殺虫方法。 

【請求項６】 

 化合物Ａを有効成分として含有する殺虫剤を、αの条件で噴霧する工程を備え

る殺虫方法。 

【請求項７】 

 化合物Ａ及び化合物Ｅを有効成分として含有する害虫忌避剤。 

【請求項８】 

 化合物Ａを有効成分として含有し、さらに化合物Ｄを含有する殺虫剤。  

【請求項９】 

 化合物ａを有効成分として含有し、さらに化合物Ｂ及び化合物Ｃを含有する殺

虫剤を、αの条件で噴霧する工程を備える殺虫方法。 
 

※化合物ａは化合物Ａの下位概念である。 

 

＜主な訂正の内容＞ 

訂正前の

請求項 
訂正事項 訂正の概要 

請求項１ 訂正事項１ 請求項の削除 

請求項２ 訂正事項２ 
請求項１との引用関係を解消して独立形式請求項とする 

発明特定事項の減縮（化合物Ａ→化合物ａ） 

請求項３ 訂正事項３ 

引用する請求項の数を減少させる 

請求項１との引用関係を解消して独立形式請求項とする 

発明特定事項の減縮（化合物Ａ→化合物ａ） 

請求項４ 

訂正事項４－１ 引用する請求項の数を減少させる 

訂正事項４－２ 

引用する請求項の一部（請求項１を引用するもの）につ

いて引用関係を解消して新たな請求項（請求項８）とす

る 

請求項５ 訂正事項５ 引用する請求項の数を減少させる 

請求項６ 

訂正事項６－１ 
引用する請求項の一部（請求項１及び５を引用するもの

）について引用関係を解消して独立形式請求項とする 

訂正事項６－２ 

引用する請求項の一部（請求項１、２、３及び５を引用

するもの）について引用関係を解消して新たな請求項（

請求項９）とする 

発明特定事項の減縮（化合物Ａ→化合物ａ） 

請求項７  訂正なし 
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【書き方見本（事例７）】 

 

 

 

 

    （９３，５００円） 

 

訂 正 請 求 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

特許庁審判長 殿 

 

１ 異議番号      異議○○○○－○○○○○○ 

 

２ 特許番号      特許第○○○○○○○号 

 

３ 訂正の請求に係る請求項の数   ８ 

 

４ 請求人 

住所（居所）   東京都港区虎ノ門二丁目２番１号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   特許株式会社 

（代表者      審判 太郎 ） 

 

５ 代理人 

     （識別番号    ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

氏名（名称）   （弁理士）  代理 花子 

代理人 

（識別番号    ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ） 

住所（居所）   東京都千代田区霞が関三丁目４番２号 

電話番号     ０３－○○○○－○○○○ 

氏名（名称）   （弁理士） 代理 二郎 

連絡先      担当   

 

６ 請求の趣旨 

特 許 

印 紙 

50,000 

特 許 

印 紙 

30,000 

 

特 許 

印 紙 

10,000 

特 許 

印 紙 

3,000 

特 許 

印 紙 

500 
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 特許第〇〇〇〇〇〇〇号の特許請求の範囲を本訂正請求書に添付した

訂正特許請求の範囲のとおり、訂正後の請求項１～６、８及び９について

訂正することを求める。 

 

 

 

７ 請求の理由 

 

（１）設定登録の経緯 

出  願   令和○○年○○月○○日 

（優先権主張   令和○○年○○月○○日） 

・・・   ・・・・ 

登  録   令和○○年○○月○○日 

特許掲載公報発行  令和○○年○○月○○日 

（特許第・・・・・・号公報） 

 

（２）訂正事項 

ア 訂正事項１ 

特許請求の範囲の請求項１を削除する。 

 

イ 訂正事項２ 

特許請求の範囲の請求項２に「さらに化合物Ｂを含有する請求項１に記

載の殺虫剤。」と記載されているのを、「化合物ａを有効成分として含有し、

さらに化合物Ｂを含有する殺虫剤。」に訂正する。（請求項２の記載を引用す

る請求項４、５も同様に訂正する。） 

 

ウ 訂正事項３ 

特許請求の範囲の請求項３に「さらに化合物Ｃを含有する請求項１又は

２に記載の殺虫剤。」と記載されているのを、「化合物ａを有効成分として含

有し、さらに化合物Ｃを含有する殺虫剤。」に訂正する。（請求項３の記載を

引用する請求項４、５も同様に訂正する。） 

 

エ 訂正事項４ 

（訂正事項４－１） 

特許請求の範囲の請求項４に「さらに化合物Ｄを含有する請求項１～３

のいずれか１項に記載の殺虫剤。」とあるうち、請求項２又は３を引用する

ものについて「さらに化合物Ｄを含有する請求項２又は３に記載の殺虫剤。」

に訂正する。 

訂正後の請求項で特定する際には、訂正により削除する

請求項も記載します。 
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（訂正事項４－２） 

特許請求の範囲の請求項４に「さらに化合物Ｄを含有する請求項１～３

のいずれか１項に記載の殺虫剤。」とあるうち、請求項１を引用するものに

ついて、独立形式に改め、「化合物Ａを有効成分として含有し、さらに化合

物Ｄを含有する殺虫剤。」と記載し、新たに請求項８とする。 

 

オ 訂正事項５ 

特許請求の範囲の請求項５に「請求項１～４のいずれか１項に記載の殺

虫剤を用いた殺虫方法。」と記載されているのを、「請求項２～４のいずれか

１項に記載の殺虫剤を用いた殺虫方法。」に訂正する。 

 

カ 訂正事項６ 

（訂正事項６－１） 

特許請求の範囲の請求項６に「前記殺虫剤を、αの条件で噴霧する工程を

備える、請求項５に記載の殺虫方法。」とあるうち、引用する請求項５のう

ち請求項１を引用するものについて、独立形式に改め、「化合物Ａを有効成分

として含有する殺虫剤を、αの条件で噴霧する工程を備える殺虫方法。」に

訂正する。 

（訂正事項６－２） 

特許請求の範囲の請求項６に「前記殺虫剤を、αの条件で噴霧する工程を

備える、請求項５に記載の殺虫方法。」とあるうち、引用する請求項５のう

ち請求項１を引用する請求項２を引用する請求項３を引用するものについて、

独立形式に改め、「化合物ａを有効成分として含有し、さらに化合物Ｂ及び化

合物Ｃを含有する殺虫剤を、αの条件で噴霧する工程を備える殺虫方法。」

と記載し、新たに請求項９とする。 

 

キ 訂正前後の請求項の対応表 

本訂正請求における訂正前後の請求項の対応を以下に示す。 

 

 

〔表〕訂正前後の請求項対応表 

訂正後の請求項 訂正前の請求項との対応関係 

請求項１ 

請求項２ 

請求項３ 

請求項４ 

請求項５ 

請求項６ 

請求項７ 

（削除） 

請求項２（請求項１を引用） 

請求項３（請求項１を引用） 

請求項４（請求項２又は３を引用） 

請求項５（請求項２～４のいずれか１項を引用） 

請求項６（請求項１を引用する請求項５を引用） 

請求項７（訂正なし） 
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請求項８ 

請求項９ 

請求項４（請求項１を引用） 

請求項６（請求項１、２及び３を引用する請求項５を引

用） 

 

（３）訂正の理由 

ア 一群の請求項についての説明 

訂正前の請求項１～６について、請求項２～６は、請求項１を直接的又は

間接的に引用しているものであって、訂正事項１によって記載が訂正される

請求項１に連動して訂正されるものである。したがって、訂正前の請求項１

～６に対応する訂正後の請求項１～６、８及び９は、特許法１２０条の５第

４項に規定する一群の請求項である。 

 

イ 訂正事項が全ての訂正要件に適合している事実の説明 

（ア）訂正事項１ 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項１は、請求項１を削除するというものであるから、当該訂正

事項１は、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する「特

許請求の範囲の減縮」を目的とするものである。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと  

訂正事項１は、請求項１を削除するというものであるから、実質上特

許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当せず、特許法第１２

０条の５第９項で準用する第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の

訂正であること 

訂正事項１は、請求項１を削除するというものであるから、願書に添

付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正

であり、特許法第１２０条の５第９項で準用する第１２６条第５項に適

合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の請求項１～５について特許異議申立てがさ

れているので、訂正前の請求項１に係る訂正事項１に関して、特許法第

１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の

独立特許要件は課されない。 

 

（イ）訂正事項２ 
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ａ 訂正の目的について 

訂正事項２のうち、訂正前の請求項２が請求項１の記載を引用する記

載であるところ、訂正事項１で請求項１が削除されて請求項１を引用で

きなくなったことに伴い、請求項間の引用関係を解消して独立形式請求

項へ改める訂正は、特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定

する「明瞭でない記載の釈明」又は同第４号に規定する「他の請求項の

記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないも

のとすること」を目的とする訂正である。 

訂正事項２のうち、訂正前の請求項１の「化合物Ａ」について、その

下位の概念である「化合物ａ」へと限定する訂正は、特許法第１２０条

の５第２項ただし書第１号に規定する「特許請求の範囲の減縮」を目的

とする訂正である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

上記ａから明らかなように、請求項間の引用関係を解消して独立形式

請求項へ改める訂正は、実質的な内容の変更を伴うものではない。また、

訂正前の請求項１の発明特定事項を概念的により下位の内容とする訂

正は、カテゴリーや対象、目的を変更するものではないから、実質上特許請求

の範囲を拡張し、又は変更するものには該当しない。したがって、訂正事項２

は特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第６項

に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内で

あること 

請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ改める訂正は、実質

的な内容の変更を伴うものではないから、願書に添付した明細書、特許請

求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正である。 

「化合物Ａ」という発明特定事項をその下位の概念である「化合物ａ」

とすることは、願書に添付した明細書段落【●】の「●●」なる記載に基

づくものであるから、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に

記載した事項の範囲内の訂正である。 

したがって、訂正事項２は特許法第１２０条の５第９項で準用する特

許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の請求項１～５について特許異議申立てがさ

れているので、訂正前の請求項２に係る訂正事項２に関して、特許法第

１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の



 66 

独立特許要件は課されない。 

 

（ウ）訂正事項３ 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項３のうち、訂正前の請求項３が請求項１又は２の記載を引用

する記載であるところ、訂正事項１で請求項１が削除されて請求項１を

引用できなくなったことに伴い、請求項間の引用関係を解消して独立形

式請求項へ改める訂正は、特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号

に規定する「明瞭でない記載の釈明」又は同第４号に規定する「他の請

求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用し

ないものとすること」を目的とする訂正である。 

訂正事項３のうち、訂正前の請求項３が請求項１又は２の記載を引用

する記載であるところ、請求項２を引用しないものとする訂正は、特許

法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する「特許請求の範囲の

減縮」を目的とする訂正であるとともに、同第４号に規定する「他の請

求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用し

ないものとすること」を目的とする訂正である。 

訂正事項３のうち、訂正前の請求項１の「化合物Ａ」について、その

下位の概念である「化合物ａ」へと限定する訂正は、特許法第１２０条

の５第２項ただし書第１号に規定する「特許請求の範囲の減縮」を目的

とする訂正である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

上記ａから明らかなように、請求項間の引用関係を解消して引用する

請求項の数を減少させ、独立形式請求項へ改める訂正は、実質的な内容

の変更を伴うものではない。また、訂正前の請求項１の発明特定事項を

概念的により下位の内容とする訂正は、カテゴリーや対象、目的を変更す

るものではないから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該

当しない。したがって、訂正事項３は特許法第１２０条の５第９項で

準用する特許法第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内

であること 

請求項間の引用関係を解消して引用する請求項の数を減少させ、独立

形式請求項へ改める訂正は、実質的な内容の変更を伴うものではないか

ら、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲

内の訂正である。 

「化合物Ａ」の下位の概念である「化合物ａ」は、願書に添付した明細
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書段落【●】の「●●」なる記載に基づくものであるから、願書に添付した

明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正である。 

したがって、訂正事項３は特許法第１２０条の５第９項で準用する特

許法第１２６条第５項に適合するものである。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の請求項１～５について特許異議申立てがさ

れているので、訂正前の請求項３に係る訂正事項３に関して、特許法第

１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の

独立特許要件は課されない。 

 

 

 

（エ）訂正事項４ 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項４に係る訂正前の請求項４は、４つの引用関係を有するもの

（請求項１を引用するもの、請求項１及び請求項２を引用するもの、請

求項１及び３を引用するもの並びに請求項１、２及び３を引用するもの）

が含まれるところ、訂正事項４－１により、訂正後の請求項４はそのう

ち２つの引用関係を有するもの（請求項１及び請求項２を引用するもの

並びに請求項１及び３を引用するもの）を、訂正事項４－２により、訂

正後の請求項８はそのうち１つの引用関係を有するもの（請求項１を引

用するもの）を、それぞれ含むこととなり、全体として含まれる引用関

係の数が減少する。そのため、特許法第１２０条の５第２項ただし書第

１号に規定する「特許請求の範囲の減縮」を目的とする訂正である。 

また、訂正事項４のうち訂正事項４－１は、訂正前の請求項４が請求

項１～３の記載を引用する記載であるところ、訂正事項１で請求項１が

削除されて請求項１を引用できなくなったことに伴い、請求項間の引用

関係を解消する訂正である。そのため、特許法第１２０条の５第２項た

だし書第３号に規定する「明瞭でない記載の釈明」又は同第４号に規定

する「他の請求項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記

載を引用しないものとすること」を目的とする訂正である。なお、請求

項２又は３に関する訂正事項２又は３により、訂正後の請求項４も「化

合物Ａ」についてその下位概念である「化合物ａ」へと訂正される。こ

れは、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する「特許請

求の範囲の減縮」を目的とする訂正である。 

訂正事項４のうち訂正事項４－２は、訂正前の請求項４が請求項１～

引用関係を解消して新たな請求項を追加する場合、

訂正前の請求項（請求項４）と対応する訂正後の請

求項（請求項４、８）とを比べた際に、引用する請

求項の組合せの数が減少するときには、この例のよ

うにその旨説明してください（訂正事項６も参照）。 
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３の記載を引用する記載であるところ、請求項２、３を引用しないもの

とした上で、訂正事項１で削除された請求項１を引用するものについて

請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ改める訂正である。そ

のため、特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定する「明瞭

でない記載の釈明」又は同第４号に規定する「他の請求項の記載を引用

する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

訂正事項４のうち訂正事項４－１は、引用する請求項の数を減少させ

るものであるから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該

当しない。したがって、訂正事項４－１は特許法第１２０条の５第９

項で準用する特許法第１２６条第６項に適合するものである。また、

訂正事項２又は３により、訂正後の請求項４も「化合物Ａ」について

その下位概念である「化合物ａ」へと訂正される。この訂正は、上記

（イ）ｂに記載のように、特許法第１２０条の５第９項で準用する特

許法第１２６条第６項に適合するものである。 

訂正事項４のうち訂正事項４－２は、引用する請求項の数を減少させ、

かつ請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ改めるものであ

るから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当しない。

したがって、訂正事項４－２は特許法第１２０条の５第９項で準用す

る特許法第１２６条第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内で

あること 

訂正事項４のうち訂正事項４－１は、引用する請求項の数を減少させ

るものであるから、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載

した事項の範囲内の訂正であり、特許法第１２０条の５第９項で準用す

る特許法第１２６条第５項に適合するものである。また、訂正事項２

又は３により、訂正後の請求項４も「化合物Ａ」についてその下位概

念である「化合物ａ」へと訂正される。この訂正は、上記（イ）ｃに記

載のように、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６

条第５項に適合するものである。 

訂正事項４のうち訂正事項４－２は、引用する請求項の数を減少させ、

かつ請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ改めるものであ

るから、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の

範囲内の訂正であり、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第

１２６条第５項に適合するものである。 
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ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の請求項１～５について特許異議申立てがさ

れているので、訂正前の請求項４に係る訂正事項４に関して、特許法第

１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の独

立特許要件は課されない。 

 

（オ）訂正事項５ 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項５は、訂正前の請求項５が請求項１～４の記載を引用する記

載であるところ、訂正事項１で請求項１が削除されて請求項１を引用で

きなくなったことに伴い、請求項間の引用関係を解消する訂正であるか

ら、特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定する「明瞭でな

い記載の釈明」又は同第４号に規定する「他の請求項の記載を引用する

請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること」を

目的とする訂正である。また、訂正事項５は、引用する請求項の数を減

少させるものなので、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規

定する「特許請求の範囲の減縮」を目的とする訂正である。なお、請求

項２又は３に関する訂正事項２又は３により、訂正後の請求項５も「化

合物Ａ」についてその下位概念である「化合物ａ」へと訂正される。こ

れは、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する「特許請

求の範囲の減縮」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

訂正事項５は、引用する請求項の数を減少するものであるから、実質上

特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当しない。したがって、

訂正事項５は特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６

条第６項に適合するものである。また、訂正事項２又は３により、訂正

後の請求項５も「化合物Ａ」についてその下位概念である「化合物ａ」

へと訂正される。この訂正は、上記（イ）ｂに記載のように、特許法第

１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第６項に適合するも

のである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内で

あること 

訂正事項５は、引用する請求項の数を減少するものであるから、願書に

添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正で

あり、特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５
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項に適合するものである。また、訂正事項２又は３により、訂正後の

請求項５も「化合物Ａ」についてその下位概念である「化合物ａ」へと

訂正される。この訂正は、上記（イ）ｃに記載のように、特許法第１２

０条の５第９項で準用する特許法第１２６条第５項に適合するもので

ある。 

 

ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

本件においては、訂正前の請求項１～５について特許異議申立てがさ

れているので、訂正前の請求項５に係る訂正事項５に関して、特許法第

１２０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の

独立特許要件は課されない。 

 

 

 

（カ）訂正事項６ 

ａ 訂正の目的について 

訂正事項６に係る訂正前の請求項６は、直接又は間接的に引用する請

求項の組合せが多数含まれるところ、訂正事項６－１により、訂正後の

請求項６は請求項１及び５を引用するものに、訂正事項６－２により、

訂正後の請求項９は請求項１、２、３及び５を引用するものに、それぞ

れ対応し、それ以外の引用関係を有するものは削除されている。そのた

め、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規定する「特許請求

の範囲の減縮」を目的とする訂正である。 

また、訂正事項６のうち訂正事項６－１は、訂正前の請求項６が請求

項１～４のいずれか１項の記載を引用する請求項５を引用する記載で

あるところ、請求項２～４を引用しないものとする訂正であるとともに、

訂正事項１で請求項１が削除されて請求項１を引用できなくなったこ

とに伴い、請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ改める訂正

である。そのため、特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定

する「明瞭でない記載の釈明」又は同第４号に規定する「他の請求項の

記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないも

のとすること」を目的とする訂正である。 

訂正事項６のうち訂正事項６－２は、訂正前の請求項６が請求項１～

４の記載を引用する請求項５を引用する記載であるところ、請求項１、

２及び３を引用する請求項５を引用するものとするとともに、訂正事項

１で請求項１が削除されて請求項１を引用できなくなったことに伴い、

請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ改める訂正である。そ

のため、特許法第１２０条の５第２項ただし書第３号に規定する「明瞭

引用関係を解消して新たな請求項を追加する場合、

訂正前の請求項（請求項６）と対応する訂正後の請

求項（請求項６、９）とを比べた際に、引用する請

求項の組合せの数が減少するときには、この例のよ

うにその旨説明してください（訂正事項４も参照）。 
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でない記載の釈明」又は同第４号に規定する「他の請求項の記載を引用

する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と」を目的とする訂正である。また、訂正事項６－２において、訂正前

の請求項１の「化合物Ａ」について、その下位概念である「化合物ａ」

へと限定する訂正は、特許法第１２０条の５第２項ただし書第１号に規

定する「特許請求の範囲の減縮」を目的とする訂正である。 

 

ｂ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更する訂正ではないこと 

訂正事項６のうち訂正事項６－１は、引用する請求項の数を減少する

ものであるから、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものには該当

しない。したがって、訂正事項６－１は特許法第１２０条の５第９項

で準用する特許法第１２６条第６項に適合するものである。 

訂正事項６のうち訂正事項６－２において、引用する請求項の数を

減少させるとともに、請求項間の引用関係を解消して独立形式請求項へ

改める訂正は、実質的な内容の変更を伴うものではない。また、訂正前

の請求項１の発明特定事項を概念的により下位の内容とする訂正は、カ

テゴリーや対象、目的を変更するものではないから、実質上特許請求の

範囲を拡張し、又は変更するものには該当しない。したがって、訂正事

項６－２は特許法第１２０条の５第９項で準用する特許法第１２６条

第６項に適合するものである。 

 

ｃ 願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内で

あること 

訂正事項６のうち訂正事項６－１は、引用する請求項の数を減少する

ものであるから、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載し

た事項の範囲内の訂正であり、特許法第１２０条の５第９項で準用する

特許法第１２６条第５項に適合するものである。 

訂正事項６のうち訂正事項６－２において、請求項間の引用関係を

解消して引用する請求項の数を減少させ、独立形式請求項へ改める訂正

は、実質的な内容の変更を伴うものではないから、願書に添付した明細書、

特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正である。また、訂正

事項６－２における「化合物Ａ」の下位概念である「化合物ａ」は、願書に

添付した明細書段落【●】の「●●」なる記載に基づくものであり、願書に

添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内の訂正で

ある。 

したがって、訂正事項６－２は特許法第１２０条の５第９項で準用す

る特許法第１２６条第５項に適合するものである。 
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ｄ 特許出願の際に独立して特許を受けることができること 

訂正事項６のうち訂正事項６－１に係る訂正後の請求項６に記載され

た発明は、先の特許異議申立書において提出された甲第１号証（特開●

●●●－●●●●●●号公報）に記載された発明と、●●の点（相違点

ｉ）で相違する。かかる相違点ｉに関し、甲第２号証（特開●●●●－

●●●●●●号公報）には●●が記載されている。しかしながら、甲第

１号証に記載された発明と甲第２号証に記載された発明とは、課題が●

●の点で異なる。また、作用・機能は各々●●と●●であり、共通性は

ない。さらに、これら発明の内容中に、甲第１号証に記載の発明に甲第

２号証に記載の発明を適用することに関する示唆もない。以上より、甲

第１号証に記載の発明に甲第２号証に記載の発明を適用する動機付け

はない。したがって、甲第１号証に記載の発明と甲第２号証に記載の発

明に接した当業者が、本件特許出願前に、訂正後の請求項６に記載され

た発明に想到することは容易でなく、特許法第２９条第２項の規定によ

り特許を受けることができないものには該当しないことは明らかであ

る。 

上記詳述のとおり、訂正後の請求項６に記載された発明は、特許出願

の際に独立して特許を受けることができるものであり、特許法第１２０

条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立特

許要件を満たす。 

訂正事項６のうち訂正事項６－２に係る訂正後の請求項９に記載され

た発明は、先の特許異議申立書において提出された甲第１号証（特開●

●●●－●●●●●●号公報）に記載された発明と、●●の点（相違点

ｉｉ）で相違する。かかる相違点ｉｉに関し、甲第２号証（特開●●●

●－●●●●●●号公報）には●●が記載されている。しかしながら、

甲第１号証に記載された発明と甲第２号証に記載された発明とは、課題

が●●の点で異なる。また、作用・機能は各々●●と●●であり、共通

性はない。さらに、これら発明の内容中に、甲第１号証に記載の発明に

甲第２号証に記載の発明を適用することに関する示唆もない。以上より、

甲第１号証に記載の発明に甲第２号証に記載の発明を適用する動機付

けはない。したがって、甲第１号証に記載の発明と甲第２号証に記載の

発明に接した当業者が、本件特許出願前に、訂正後の請求項９に記載さ

れた発明に想到することは容易でなく、特許法第２９条第２項の規定に

より特許を受けることができないものには該当しないことは明らかで

ある。 

上記詳述のとおり、訂正後の請求項９に記載された発明は、特許出願

の際に独立して特許を受けることができるものであり、特許法第１２
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０条の５第９項で読み替えて準用する特許法第１２６条第７項の独立

特許要件を満たす。 

 

ウ 別の訂正単位とする求め 

訂正後の請求項２～６、８及び９については、当該請求項についての訂正

が認められる場合には、一群の請求項の他の請求項とは別途訂正することを

求める。 

 

８ 添付書類の目録 

（ア）訂正特許請求の範囲          正本１通及び副本２通 

（イ）承諾書                  １通 

（ウ）訂正請求書副本              ２通 

 

 

 

 

 

 

 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請）を利用して提

出する場合は、副本の提出は不要となります。 

「添付書類の目録」は、以下のように記載してください。 

 

８ 添付書類の目録 

（ア）訂正特許請求の範囲        正本１通 

（イ）承諾書                １通 

 

 

※納付方法 

手続方法により、以下の納付方法が使用できます。 

書面 

(1)特許印紙 

(2)特許庁窓口における指定立替（クレジットカード）納付 

(3)現金納付  

(4)電子現金納付 

インターネット出願ソフトの特殊申請機能（電子特殊申請） 

(1)予納 

(2)口座振替 

特許請求の範囲を訂正し、明細書及び図面が訂正されて

いない場合は、明細書、図面の提出は不要です。 
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(3)指定立替（クレジットカード）納付 

(4)電子現金納付 

 

※各納付方法の記載例 

 「７ 請求の理由」欄（電子現金納付の場合は「８ 添付書類の目録」欄）の

次に、納付方法の欄を設けて記載してください。 

各納付方法の詳細については「納付方法」のページを御確認ください。 

(1)予納 

「８ 予納台帳番号 ＸＸＸＸＸＸ 

納付金額   ●●●●● 」 

(2)口座振替 

「８ 振替番号 ＸＸＸＸＸＸＸＸ 

納付金額 ●●●●● 」 

(3)指定立替（クレジットカード）納付 

「８ 指定立替納付 ●●●●● 」 

(4)電子現金納付 

「９ 納付番号 ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ」 

(5)現金納付 

納付済証（特許庁提出用）を別の用紙に貼り添付してください。 
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【請求書の記載例についての解説（事例７）】 

 

１．請求の趣旨について 

請求項ごとに訂正の請求をする場合には、「請求の趣旨」の欄において、訂正後

の請求項により、訂正する対象の請求項を特定する必要があります。 

本事例では、訂正事項１～６が、請求項１～６に加え、請求項１を引用する訂正

前の請求項４を訂正後の請求項８に書き下す訂正事項４－２と、請求項１～３を引

用する訂正前の請求項６を訂正後の請求項９に書き下す訂正事項６－２とを含むこ

ととなるので、「訂正後の請求項１～６、８及び９について」と「請求の趣旨」に

記載します。 

なお、本事例は、特許請求の範囲の記載のみの訂正を求めていますが、明細書又

は図面の記載の訂正をも求めるときは、その旨記載する必要があります。 

 

２．訂正を請求する請求項について 

無効審判、異議申立ては原則として請求項ごとにされるため、無効審判、異議申

立における訂正請求も請求項ごとにしなければなりません。ただし、特許権の請求

項が１つだけのときは、必ず特許権全体に対して請求することが必要です。 

 

３．訂正の請求に係る請求項の数について 

「訂正の請求に係る請求項の数」の欄には、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請

求項○～○について」と記載された請求項（削除する訂正を求める請求項、引用元

の訂正により実質的に訂正される請求項、新たに追加される請求項を含む）の数を

記載します。本事例では、新たに追加された請求項８、９も含むため、「８」とな

ります。 

 

４．料金について 

訂正請求の料金は、４９，５００円に（請求項の数）×５，５００円を加えた金

額です。この請求項の数は、「請求の趣旨」の欄に「訂正後の請求項○～○につい

て」と記載された請求項の数です。 

本事例では、「請求の趣旨」の欄に記載された請求項の数が８であるので、料金

は９３，５００円となります。 

 

５．独立特許要件について 

請求項１～５については、特許異議の申立てがされているため、独立特許要件は

課されません。ただし、特許異議の申立ての審理において取消理由の有無は判断さ

れますので留意してください。 

なお、特許異議の申立てがされていない請求項を訂正する場合であって、特許法

第１２０条の５第２項ただし書第１号、第２号に掲げる事項を目的とする訂正の場
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合、当該請求項は独立特許要件を満たす必要があります。本事例では、訂正事項６

－１に係る訂正後の請求項６、及び訂正事項６－２に係る訂正後の請求項９が独立

特許要件を満たす必要があります。 

 

６．別の訂正単位とする求めについて 

引用関係を解消する訂正をする場合等であって、その訂正が認められる場合には

引用元の請求項が属する請求単位とは別に扱われることを求めるときは、ここでそ

の旨を記載します。 

引用関係を解消する訂正をする場合等であっても、この「別の訂正単位とする求

め」を記載しない場合には、引用元の請求項が属する請求単位と同じ請求単位とな

ります。 

 

７．添付書類について 

本事例では、特許請求の範囲について訂正を求めているので、特許請求の範囲の

全文を添付しなければなりません。 

なお、代理人が手続する場合で、代理権を証明する書面（委任状）が提出されて

いないときは、委任状を添付する必要があります。 

特許権について、専用実施権者又は質権者がいる場合にはそれらの者全員からの

承諾書を提出する必要があります。 

 

８．その他 

請求書の記載に係る書誌上の注意点については、「訂正審判請求書及び訂正請求

書の記載要領」を確認した上で作成する必要があります。 

 

 

以上 

 

 

2024 年 3 月 27 日改訂 

 


